
補
　
記

21年度

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

・海洋研究開発機構に設置している契約監視委員会(監事及び外部有識者により構成)で審査された契約案件の点検結果につい
て、報告を受け内容を把握している。
・毎事業年度、貸借対照表や損益計算書、事業報告書、決算報告書のほか、財務諸表や決算報告書に関する監事の意見について
法人から提出を受け、独立行政法人評価委員会の意見を受けた上で承認を行っている。平成２０年度の業務の実績に関する評価
では、競争入札のうち一社応札・応募となった案件の多さが指摘されており、契約方法の改善等に向け、より効率的な業務運営を目
指している。
・研究開発事業及び運用展開事業における支出は、海洋研究開発機構の事業の目的を達成するために必要なものであると認めら
れる。研究開発事業の契約案件は機構が保有しているシステムおよび船舶に装備する機器の購入等、運用展開事業の契約案件は
保有する船舶の運航や「地球シミュレータ」の運用に関するものである。これらの契約は、機構が独自に製作、実施等するには非効
率であると考えられるものであり、いずれもが単体で機構の事業が達成されるものではない。法人共通における契約案件について
は、機構の効率的な業務運営に必要な業務委託やリース等であり、適正な契約の下、競争性が確保されている。

見直しの
余地

・一般競争入札等による競争性の導入を促進するとともに、既に一般競争入札等を導入している場合も、業務の分割や仕様書の改
善、公告方法の拡大等により、入札への新規参入を促進するなど、効率化を図ること。
・可能な限り外部収入を獲得し、科学掘削等の経費に充てる努力をすること。
・船舶等のメンテナンス計画の最適化を行い、経費の効率化を検討すること。

100.0% 100.0% 100.0%

予
算
監
視
・
効
率

化
チ
ー

ム
の
所
見

１．事業評価の観点：この事業は、海洋に関する基盤的研究開発、海洋に関する学術研究に関する協力等に取り組む海洋研究開
発機構の運営に必要な運営費交付金を支出するものである。
２．所見：「ちきゅう」を含む船舶等の運航経費や運航支援体制の見直し等を行いつつ、他の事業に対する公開プロセスでの指摘
等を踏まえ、競争参加条件等のより一層の見直しを図るなど、契約の競争性、公平性、透明性の確保等により、事業の効率化を
一層進めるとともに、昨年１１月の事業仕分け等を踏まえ、自己収入を拡大すべきである。また、現在単独で賃借している東京事
務所を廃止し、他の法人と共同で安価な事務所を賃借すべきである。

総事業費(執行ベース) 41,598 43,037 38,440

予算の状況
（単位:百万円）

20年度

執行額 37,190 38,431 38,560

執行率

①地球温暖化を含む気候変動の要因を明らかにするため、気候変動に大きな影響を与える海洋について、船舶や海洋探査システ
ムを用いた地球規模の観測等を行った。また、その成果を活用し、総合的な予測モデルの構築と地球レベルでのシミュレーション実
験および地球環境変動に関する予測精度の向上を図るための研究を実施した。また、全球地球観測システム（GEOSS）等、国内外
の関係機関と連携し研究することにより、国際的な地球観測計画の策定・実施や気候変動に関する政府間パネル（IPCC）における
地球環境問題の検討に対応した。
②日本列島周辺海域、西太平洋域を中心に地震・火山活動の原因となる浅部地殻活動、それを促す深部マントル対流、島弧・大陸
地殻の進化過程等について、船舶や海洋探査システムを用いた観測・調査等を行い、地球表層から中心核に至る固体地球の諸現
象に係る動的挙動（ダイナミクス）に関する研究を行った。これにより、巨大海溝型地震・津波・火山活動等を引き起こす基本原理の
解明と、その成果に基づくモデル構築及び地球内部変動現象の予測・検証を行った。
③深海を中心とする生物圏について、生物の探索・調査および生態・機能等の研究を行うとともに、資源としての多様な生物におけ
る潜在的有用性を掘り起こし、社会と経済の発展に資する知見、情報を提供することを目指した。また、これらの生物圏の大気・海洋
や固体地球との相互関係を解明する研究を行った。
④海上・海中・海底・地殻内等の多様な環境下における調査・観測を行うための機器等の開発を行っている。具体的には、国家基幹
技術を構成する技術として、「ちきゅう」による世界最高の深海底ライザー掘削技術の開発や次世代型深海探査技術の開発を行っ
た。また、プレート境界域における地震等の地殻変動の把握および深海底環境変動を海中・海底において継続して観測するための
技術開発を行うとともに、海洋科学技術以外の研究開発分野や産業への応用等を見据えた先進的な基盤技術の開発を行った。
⑤研究船については有識者で組織された「海洋研究推進委員会」にて利用課題を公募選定し、平成21年度は7船合計で1895日の
運航日数を確保した。「地球シミュレータ」については、海洋研究開発機構での研究に用いる他、有識者で組織された課題選定委員
会にて課題を選定する一般公募枠を設け、広く、科学技術の研究開発、学術研究に供した。また、平成21年度、一般公募枠には25
課題が採択された。

23年度要求

予算額(補正後） 37,190 38,431 38,560 36,337 37,323

19年度 22年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
独立行政法人海洋研究開発機構法第17条

関係する計
画、通知等

海洋基本計画（平成２０年３月　閣議決定） 等

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

平和と福祉の理念に基づき、海洋に関する基盤的研究開発、海洋に関する学術研究に関する協力等の業務を総合的に行うことに
より、海洋科学技術の水準の向上を図るとともに、学術研究の発展に資することを目的とする。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

上記目的を達成するために、①「地球環境変動研究」、②「地球内部ダイナミクス研究」、③「海洋・極限環境生物圏研究」及び④「海
洋に関する基盤技術開発」の4つの重点研究開発を推進するとともに、研究船や「地球シミュレータ」等研究施設及び設備を科学技
術に関する研究開発または学術研究を行う者の利用に供する。

実施状況

海洋地球課長
堀内義規

会計区分 一般会計 上位政策 環境・海洋分野の研究開発の重点的推進

担当部局庁 研究開発局 担当課室 海洋地球課

事業番号 0320

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

予算事業名
独立行政法人海洋研究開発機構運営費交付金
に必要な経費

事業開始
年度

平成16年度 作成責任者



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

文部科学省

38,560百万円

事業概要

 独立行政法人海洋研究開発機構に対し、その業務の
財源に充てるために必要な金額を交付

交付

【A】独立行政法人海洋研究開発機構

38,440百万円（運営費交付金部門）

【B】研究開発事業

9,767百万円

【C】運用・展開事業

27,317百万円

【D】法人共通

1,356百万円

プロジェクト研究、基礎研
究等機構が行う研究開発

船舶等の運用、成果普及
等機構の主要な事業で
「研究開発事業」以外のも
の

一般管理部門に係る費
用及び人件費

【B】研究開発事業

【B‐1】

・自動昇降
型中層フ
ロートの購
入

・三興通商
(株)
・89百万円

【B‐2】
・孔内体積
歪計及び
パッカー方
式歪計の開
発及び製作

・極東貿易
(株)
・78百万円

【B‐3】
・独立行政
法人日本原
子力研究開
発機構　関
根浜港の港
湾施設使用

・(独)日本

原子力研究
開発機構
青森研究開
発センター

・64百万円

【B‐4】
・地震津波
観測監視シ
ステム　横
浜研究所
データセン
ターシステ
ムの構築

・富士通
(株)TC統括

営業部

・50百万円

【B‐5】
・孔内海底
レコーダ用
チタン球の
製作

・海洋電子
(株)
・41百万円

【B‐6】
・大深度掘
削用高強
度ドリルパ
イプに関す
る試作・試
験および検
討

・エヌケー
ケーシーム
レス鋼管
(株)
・41百万円

【B‐7】
・泥水駆動
コアバーレ
ルの試作
品製作およ
び性能試
験

・(株)エヌ

エル　シー

・40百万円

【B‐8】
・MSSG高度

化のための
開発と検証
の業務支援

・日本電気
(株)官公営

業本部

・37百万円

【B‐9】
・高効率小
型燃料電池
スタックの
試作

・三菱重工
業(株)原動

機事業本部
新エネル
ギー事業推
進部

・35百万円

【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】 【随意契約】【公募】【随意契約】

事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要

【一般競争入札】

【B‐10】
・むつ研究
所構内警備
業務

・青森綜合
警備保障
(株)
・30百万円

【一般競争入札】

海洋観測
ネットワーク
を地球規模
で展開する
国際科学プ
ロジェクト
（アルゴ計
画）に参画
している日
本の実施機
関として、
太平洋・イ
ンド洋・南
大洋に新た
な自動昇機
型アルゴフ
ロートを投
入し、観測
を実施す
る。

南海掘削孔
の長期孔内
観測システ
ムに使用す
る孔内体積
歪計及び
パッカー方
式による歪
計を開発及
び製作す
る。

独立行政法
人日本原子
力研究開発
機構が所有
するむつ事
務所関根浜
港の港湾施
設を使用す
る。

東南海地震
の震源域を
中心にリア
ルタイム観
測を行う
「海底ネット
ワークシス
テム」から
配信される
データの受
信、保存、
公開及びモ
ニタリング
を可能とす
るシステム
を構築す
る。

南海掘削孔
の長期孔内
観測システ
ムに使用す
る孔内海底
レコーダ用
チタン球を
製作する。

大深度掘削
技術の開発
として、高
強度ドリル
パイプの試
作・試験及
び実機適用
に関する検
討を行う。

大深度掘削
技術の開発
として、泥
水駆動コア
バーレルの
試作を行
い、構成す
る要素技術
と組み合わ
せた性能試
験を実施す
る。

気象・気候
現象を予測
するための
非静力学・
大気海洋結
合シミュ
レーション
コード
（MSSG）の

性能向上等
の開発業務
支援を行
う。

深海探査機
を始め、深
海という高
圧で空気が
無い特殊な
環境下で使
用する装置
等に、電気
エネルギー
を供給する
為に開発中
の、高効
率、小型閉
鎖式固体高
分子燃料電
池の発電部
分（スタッ
ク）を製作
する。

むつ研究所
の構内及び
施設の保安
管理のため
警備業務を
行う。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

【C】運用・展開事業

【C‐1】

・地球深部
探査船「ち
きゅう」運用
業務委託

・日本マント
ルクエスト
(株)
・８,０８３百
万円

【C‐2】

・平成２１～
２３年度「よ
こすか」等
運航、学術
船運航支援
及調査支援

・日本海洋
事業(株)
・６,３６８百

万円

【C‐3】
・地球シミュ
レータ次期
システムの
賃借

・日本電気
(株)官公営

業本部

・３,２５１百

万円

【C‐4】

・平成２１～
２３年度「み
らい」の運
航及び調査
支援業務等
に関する業
務委託

・(株)グロー

バルオー
シャンディ
ベロップメン
ト

・１,８５０百

万円

【C‐5】
・海洋調査
観測研究の
総合的支援
業務

・(株)マリン・

ワーク・ジャ
パン

・１,２７１百

万円

【C‐6】
・横浜研究
所で使用す
る電気の供
給

・東京電力
(株)横浜支

社

・５２２百万
円

【C‐7】
・平成２１年
度　地球深
部探査セン
ター科学支
援業務

・(株)マリ

ン・ワーク・
ジャパン

・４２４百万
円

【C‐8】

・「ちきゅう」
船舶保険の
更新

・東京海上
日動火災保
険(株)船舶

営業部

・４１１百万
円

【C‐9】

・汎用並列
計算機シス
テム賃借

・日本ＳＧＩ
(株)
・２３２百万
円

【C‐10】
・ライザーテ
ンショナー
ピストンロッ
ドの製造及
び保管

・極東貿易
(株)
・２０６百万
円

【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】 【公募】 【随意契約】 【随意契約】【一般競争入札】【不落随意契約】【一般競争入札】【公募】

【D】法人共通

【D‐1】

・出張旅費
精算および
各種支援業
務アウト
ソーシング

・(株)マリ

ン・ワーク・
ジャパン

・１０９百万
円

【D‐2】
・横須賀本
部及び横
浜研究所
清掃業務

・共立管財
(株)
・６０百万円

【D‐3】

・コピー機・
ファクシミリ
の保守及
び消耗品

・富士ゼ
ロックス(株)
神奈川営
業所

・５２百万円

【D‐4】
・食堂管理
運営業務

・(株)日京ク

リエイト

・２８百万円

【D‐5】
・横須賀本
部及び横浜
研究所の構
内警備業務

・国際警備
(株)
・２８百万円

【D‐6】

・横須賀本
部通勤バス
運行業務

・京浜急行
バス(株)
・２６百万円

【D‐7】
・横須賀本
部及び横浜
研究所の受
付等業務

・(株)ソフィ

アスタッフ

・１９百万円

【D‐8】
・平成２１年
度火災保険
（多構内包
括契約）及
び賠償責任
保険

・日本興亜
損害保険
(株)
・１６百万円

【D‐9】
・平成２３年
度新規職員
採用に係わ
る業務

・(株)毎日コ

ミュニケー
ションズ

・１３百万円

【D10】
・公用車の
運転・管理
業務

・日本総合
サービス
(株)
・１１百万円

【一般競争入札】 【一般競争入札】 【公募】 【一般競争入札】 【一般競争入札】 【一般競争入札】【一般競争入札】【一般競争入札】【一般競争入札】

事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要

【不落随意契約】

事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要 事業概要

機構船舶を
使用した調
査・研究に
おいて、高
品質なデー
タ提供のた
め、海洋観
測・分析装
置の運用、
保守整備、
データの品
質管理・公
開に至る一
連の支援業
務を行う。

海洋研究開
発機構が策
定する年次
運行計画に
基づき「ち
きゅう」を安
全かつ効率
的に運用す
る。

支援母船
「よこすか」
等の船舶、
有人潜水調
査船「しん
かい6500」

等の深海シ
ステムの運
航及び観測
機器を用い
た調査研究
の支援等に
関する業務
を行う。

地球シミュ
レータの計
画推進のた
め、計算機
環境の状況
及び計算処
理需要を鑑
み、新たな
計算機シス
テムを導入
する。

海洋地球研
究船「みら
い」の運航
及び観測機
器を用いた
調査研究の
支援等に関
する業務を
行う。

横浜研究所
で使用する
電気を購入
する。

「ちきゅう」
船上におけ
る研究機器
の運用、保
守及び高知
コア研究所
におけるコ
ア試料等の
処理、分
析、管理等
を実施す
る。

「ちきゅう」
に付保して
いる船舶保
険の保険期
間満了に伴
いこれを更
新する。

海洋科学に
関わる数値
シミュレー
ション等を
利用した研
究開発を推
進するた
め、汎用並
列計算機シ
ステムを導
入する。

ライザー掘
削実施時に
ライザーパ
イプを保持
するテン
ショナーの
一部である
ピストンロッ
ドを製造し、
必要となる
時期まで保
管する。

機構業務の
ための出張
に対し、出
張旅費シス
テムを使用
した旅費計
算及びチ
ケット手配、
配達等、各
種支援業務
を実施す
る

横須賀本部
及び横浜研
究所の環境
衛生の維持
及び施設の
保全をする
ため、日常
清掃、定期
清掃等の業
務を行う。

業務資料の
作成に使用
するコピー
機及び業務
連絡用ファ
クシミリが
正常作動す
るように点
検・整備を
行う

役職員への
福利厚生と
して横須賀
本部及び横
浜研究所の
食堂運営管
理を行う。

横須賀本部
及び横浜研
究所の保安
管理、安全
管理及び警
備業務を行
う。

横須賀本部
における役
職員の通勤
用として、
本部と最寄
駅間のバス
を運行す
る。

横須賀本部
及び横浜研
究所の受
付、電話交
換、郵便等
取扱及び構
内放送等の
業務を行
う。

機構が所有
する物品等
に対して火
災保険を付
保すると共
に、機構の
事業運営に
起因し
て発生する
第三者に対
する賠償責
任について
も保険を付
保する。

平成23年度

新規定年制
職員の採用
に係る募集
活動（各種
説明会等）
の支援・採
用サイトの
運営・応募
者管理・適
性検査を実
施する。

機構におけ
る公用車の
運転及び管
理業務を行
う。



0計 1,356 計

一般管理費
（公租公課）

公租公課 394

一般管理費
（物件費）

構内清掃、構内警備、通勤バス運
行業務等

471

一般管理費
（人件費）

管理系人件費 491

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費　目

D.法人共通

0計 27,317 計

事業費
（物件費）

船舶等運航委託、地球シミュレータ賃借、
海洋観測等支援業務、光熱水料等 25,770

使　途
金　額

(百万円）

事業費
（人件費）

事業系人件費 1,547

9,767 計

C.運用・展開事業

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

0計

事業費
（物件費）

観測機材の購入・開発・製作、港湾施設使
用料、システムの構築等 8,800

使　途
金　額

(百万円）

事業費
（人件費）

事業系人件費 967

38,440 計

B.研究開発事業

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

0計

事業費
（人件費）

事業系人件費 2,514

事業費
（物件費）

船舶等運航委託、地球シミュレータ賃借、
海洋観測等支援業務、光熱水料等 34,570

公租公課 394

一般管理費
（物件費）

構内清掃、構内警備、通勤バス運
行業務等

471

一般管理費
（公租公課）

管理系人件費 491

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

A.（独）海洋研究開発機構

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

一般管理費
（人件費）



30計 41 計

製造
孔内海底レコーダ用チタン球の製
作

41 役務 むつ研究所構内警備業務 30

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

37

高効率小型燃料電池スタックの試
作

35

B-5.海洋電子(株) B-10.青森綜合警備保障（株）

計 50 計 35

使　途
金　額

(百万円）

物品調達
地震津波観測監視システム　横浜
研究所データセンターシステムの
構築

50 製造

B-4.富士通(株)TC統括営業部
B-9.三菱重工業(株)原動機事業本部新エネルギー事業推
進部

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

計 64 計

使　途
金　額

(百万円）

賃貸借
独立行政法人日本原子力研究開
発機構　関根浜港の港湾施設使
用

64 役務

78 計

MSSG高度化のための開発と検証
の業務支援

37

B-3.(独)日本原子力研究開発機構　青森研究開発セン
ター

B-8.日本電気(株)官公営業本部

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

40計

40

B-2.極東貿易(株) B-7.(株)エヌ　エル　シー

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

製造

89 計

泥水駆動コアバーレルの試作品
製作および性能試験

孔内体積歪計及びパッカー方式
歪計の開発及び製作

78 製造

41

41計

自動昇降型中層フロートの購入 89 役務
大深度掘削用高強度ドリルパイプ
に関する試作・試験および検討

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

B-1.三興通商(株) B-6.エヌケーケーシームレス鋼管(株)

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物品調達



206計 1,271 計

使　途
金　額

(百万円）

役務
海洋調査観測研究の総合的支援
業務

1,271 製造

1,850 計

ライザーテンショナーピストンロッド
の製造及び保管

206

C-5.(株)マリン・ワーク・ジャパン C-10.極東貿易(株)

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

232計

使　途
金　額

(百万円）

役務
平成21～23年度「みらい」の運航
及び調査支援業務等に関する業
務委託

1,850 賃貸借

3,251 計

汎用並列計算機システム賃借 232

C-4.(株)グローバルオーシャンディベロップメント C-9.日本SGI(株)

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

411計

使　途
金　額

(百万円）

賃貸借
地球シミュレータ次期システムの
賃借

3,251 その他

6,368 計

「ちきゅう」船舶保険の更新 411

C-3.日本電気(株)官公営業本部 C-8.東京海上日動火災保険(株)船舶営業部

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

424計

役務
平成21～23年度「よこすか」等運
航、学術船運航支援及び調査支
援

6,368 役務
平成21年度　地球深部探査セン
ター科学支援業務

424

C-2.日本海洋事業(株) C-7.(株)マリン・ワーク・ジャパン

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物品調達
横浜研究所で使用する電気の供
給

計 8,083 計 522

金　額
(百万円）

役務 522
地球深部探査船「ちきゅう」運用業
務委託

8,083

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

C-1.日本マントルクエスト(株) C-6.東京電力(株)横浜支社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途



28 計 11計

使　途
金　額

(百万円）

役務
横須賀本部及び横浜研究所の構
内警備業務

28 役務

28 計

公用車の運転・管理業務 11

D-5.国際警備(株) D-10.日本総合サービス(株)

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

13計

使　途
金　額

(百万円）

役務 食堂管理運営業務 28 役務

52 計

平成23年度新規職員採用に係わ
る業務

13

D-4.(株)日京クリエイト D-9.(株)毎日コミュニケーションズ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

16計

使　途
金　額

(百万円）

役務
コピー機、ファクシミリの保守およ
び消耗品

52 その他

60 計

平成21年度火災保険(多構内包括
契約)及び賠償責任保険

16

D-3.富士ゼロックス(株)神奈川営業所 D-8.日本興亜損害保険(株)

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

19計

役務
横須賀本部及び横浜研究所清掃
業務

60 役務
横須賀本部及び横浜研究所の受
付等業務

19

D-2.共立管財(株) D-7.(株)ソフィアスタッフ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 109 計 26

26
出張旅費精算および各種支援業
務アウトソーシング

109 役務 横須賀本部通勤バス運行業務

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

D-1.(株)マリン・ワーク・ジャパン D-6.京浜急行バス(株)

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

役務
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